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しかし，一旦，経済システムを構成する組織の集合がきまれば，チャネルの
数は決まってくる。ここでみると，一例として前廊で掲げたマトリックスは
上の07に相当する。図のCiのチャネルは，この場合三個の通路の束（互
いに反対方向の矢印をはさむ点線）で示される。なお，S－Oeは，1，2以外
のサブ組織を代表するものと考えておくと，C。の中には便宜的に，自然の
Controlの部分とよべるもの（Part　of　Control　in　Nature）を含んでいると
考えておいてよいだろう。CIにとっての環境とは，2と0で示されるCi
（i－0，2）及びR1を意味することにする。環境の状況（後述する）のちが
いに応じて，意思決定者C1は，与えられたチャネルの中から実際に使う通
路の数を調整することにより，自らの意思決定をうまく適応させる（Adapt）
契機をもつことができるのである。
　意思決定プロセスと反応関数九との関連についてはどうだろうか。すで
に定義したC，の反応関数f‘は，意思決定プロセスがOver　Time（to～tl）
に進行するものであることとするため，かなりの特定化を施してやらねばな
らない。すなわち，
　　　（Vi（tl），　Ut（tl））一h－fi（（Vi（tONtl），　Ui（tONtl）））
がそれである。これは，OutputをInputよりも意思決定期間だけのラグを
もたせたものにあたる。なお，〔Vi，　lti）はto～tlの期間にインフ。ットする情
報ストック，情報フローの通信複合体を，便宜上，ベクトル表示したものであ
る。関数fiではDeterministicな反応関数を暗に想定していたが，新関数
fiでは，なんらかの確率的要因が影響を及ぼすところの，確率論的（Sto－
ghastic）反応関数を想定する。情報特有の場で，情報を変項とする反応関数
は，本来，確率論的でなければならないであろうことは容易に推測できる。
意思決定プロセスは，サブ組織の中のCiが自らの反応関数fiをどのよう
に決めうるか，ということをその内容とすると考えてよい。いま，ガ（r・＝1，
一89一
90
2，…，p）あるいはベクトルftを考えてやれば，
fi；！1，ア1，……，f3，…，ノ捧
のρ個の中から，一つの〆乞が選ばれるプロセスを問題にしているというこ
とである。
　Real　UnitとControl　Unitを一つづつもったサブ組織の「決定のための
問題」の設定以降のプロセスについて，Komaiのとっているやり方はきわ
めて素唆的である6すなわち，Ctが，可能な代替案（Alternatives）の集合
の中から，いくつかの元を選択するに至るプロセスを決定アルゴリズム
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（9）（Kornaiがそう呼ぶ）として記述することである。われわれは，．発想におい
てはKornaiの考え方に依拠しているが，プロセスの内容記述では独自の展
開をはたすであろう。　　r
　まず，代替案がどういつだ変項の集まりとして説明されうるかを，前稿で
の議論を適用しつつ考えることから始め，われわれが本稿で二段階（Two
Stages）と呼ぶプロセスがどのようなものであるかをJlzaをおって明らかにし
ていきたいと思う。　「決定のための問題」に登場する代替案があらかじめ規
　　　　　　　　コ定された属性を表わす指標ベクトル，”識⑫1，砺…，砺…，”、）の元それぞ
れの変域V1，…，巧，…，　Vsの直積の部分集合を指定するものであると考え
てみることができる。経済学的意味から判断して考慮に入れることのできる
ようなすべての代替案から成る集合を君とすれば，登場するとした代替案の
集合Bは，
BCIIA　（　一＝　×　Vj）
　　　　　1≦ブ≦s
（9）決定過程をCognitiveなアルゴリズムとしてとらえ，何が意思決定のアルゴリズ
　ムの個々のステップをコントロールしているかの観点から，習慣的決定過程と根本的
　決定過程とを区別して，詳しい示唆的な展開を試みているのが，J．　K：ornaiである。
　J．　Kornai，　Anti－Eeuilibrium，　1971，　pp．　l14－121．
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を満たしていなければならない。なお，変項Vが具体的に何であるかを知
るためには，意思決定者がどういつだ属性をDesiderataの項目として考え
ているかを問うてみればよい。これら属性をあらわす変項のある集合β上で
指定された各変域における次数の一覧表が，意思決定プロセスの始点で与え
られる代替案のリストを構成することとなる。
　彼は，決定のための問題を設定する時点で，目的（Aims）をもつ。目的を
　　　　　　　　へもたない意思決定者はありえないし，目的おなければ意思決定のプロセスも
進行しない。目的をもつ，とはAlternativesの集合Bの中の有限個の元あ
るいはβの部分集合を指定することと同じである。彼に与えられた代替案の
リストから，いくつかの元あるいはある部分が指定される。集合Bのすべて
の代替案は，目的となる資格をもっている。彼にとっての目的とは，かよう
にして選抜せられたAlternativesのことなのである。彼はこうしたAlte－
rnativesがプロセスの終了点t1で得られることを望んでいる。有限個の目
的を指定する場合は，これら目的が同じ評価（Valuation）でもって同列する
ことはほとんどなく，なんらかのランク付けのできる目的の系列として考え
ることができる。ここに，評価とは望ましさの程度を示す尺度をいう。評価
に応じて系列化された目的のリストは，プロセスの始点あで彼に与えられ
るわけである。しかし，彼が照準をさだめる目的は，系列の最高位に属する
ものに限ることはないだろう。せいぜいここまでの水準までなら許容できる
という二次的な目的のリストをも同時にもち合わせているものである。この
ことは，彼が完全には不確実性から免れえないことを示す証左である，と考
えられる。最大許容水準ともいうべき，この概念はKornaiの使った要求水
　　　　　　　　　（10）準（Aspiration　Level）1こほぼ対応している。
　以上で，われわれのいう二段階の意思決定プロセスの面前部分を記述する
（IO）J．　Kornai，　oP．　cit．，　pp．154－175で，要求水準について軸流の議論展開を試み
　ている。
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ための準備がととのった。二段階とは次のようなものである。意思決定者は
意思決定のための問題に直面すると，まず目的をきめ，環境の状況（後述）
の見分けをして，使える有効な数の情報の通路を調整し，目的実現のための適
、切な手段（Means）の選択を求めて情報フローと情報ストックとを収集する，
いわば情報入手のプnセス（第一段階）と，適切な手段の選択を通じて，集
合Bに制約を課し，実現したい目的へと収束させていく，いわば制約のプロ
セス（第二段階）の二つの段階を経由する，というものである。このように，
二段階を経由するものとして意思決定のプロセスが記述できることをはっき
りと認識することが不可欠である。とくに，情報交換における，情報入手の
プロセスの，意思決定プロセス全体における位置づけをはっきりとさせ，そ
のプロセスを克明に分析してみることが望まれる。従来の決定プロセスの記
述のしかたは，制約のプロセスに重点があり，情報入手のフ。ロセスの分析が
手薄となっていたといっても過言ではない。情報入手のプロセスを明示的に
導入することでなければ，およそ意思決定プロセスをCognitiveなアルゴリ
ズムとして分析することは，ついぞできなくなってしまうように思われるか
らである。これからの議論も含めて，本稿の意思決定プロセスの手順を念の
ため図示しておくことにする。
　情報の入手のプロセスについていえば，情報の入手は，知識のメモリー
（情報のストック）なしでは実行しえない。また知識のメモリーだけでも遂
行しえない。情報のフローをとり入れてはじめて，情報入手のプロセスは進
行する。もし，情報のストックだけで入手のプロセスが進行することを許す
とすれば，現時点での，意思決定者と環境との間の情報フP一を媒介とする
相互作用をたちきることを意味することになるからであり，われわれのプロ
セスの定義に反する。
　制約のフ。ロセスについていえば，集合Bが有限個のAlternativesで示さ
　　　　　　　　　　　　　　　一92一
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　　　　　　　　　　　　（11）『意思決定プロセスの手順』
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れる場合と，集合（領域表示の可能な）で示される場合とでの，収束へのプ
ロセスが考慮の対象となるが，領域で定義できる場合をとくにとり上げても
（ll）このr意思決定プロセスの手順』をみると，結果的には反応関数考ににうらづけ
　られた，情報交換のプロセスでもあることがわかる。
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　　　　　　　　　　　　　　くユの一般性が失われるわけではない。便宜上，たとえば属性が娠ブ＝⊥，2）のケ
ースについて，領域表示でその間の関係を図示しておけば次のごとくであ
る。図において，Aは可能な代替案の集合であり，　Bはプmセスの始点で登
場するとした目的の集合でAの部分集合（既述），C及びその他の円状の領
域（0とかO’など）はBのさらなる部分集合である。矢印は，領域が（A
→）β一・C→…→0あるいは0ノへと制約ないし収束させられていく過程を示
vt
～ノゴ（ノ＝＝1，　2）
のばあい
c
B
o
驚δン灘
V2
している。0ノ（点の領域）は，意思決定者の目的を表示したものであり，0
（斜線の領域0上の0’の補集合）は，不確実性はゼnにはなりえないことを
見込んで，0’をふくらませた周辺領域を示している。領域0’が目的の領域
であるから，領域0は，この範囲までなら許容できるという最大許容水準の
それ（既述）を示したものと解釈できる。情報入手のプnセスに連続して，手
段の選択を出発点とする制約プロセスの作用が及ぶのは，不確実性の制約か
（12）個数で数えられる場合について考えることももちろんできる。領域でみる場合は，
　個数でみる場含に比して連続的に扱いうるというメリットがある。
　　　　　　　　　　　　　　　一94一
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ら，せいぜい領域0という近傍までであるかも知れない。しかし，彼はあく
まで0’の実現を強く望んでいる。
　終点tlにおいて，プロセスが終了し，　DecisionなるOutputが判明す
る。すなわち，目的の実現が結果する。われわれのプロセスでは，目的のリ
ストは最初から用意される。というのは，プロセスを，目的を実現させるま
でのアルゴリズムとして記述することにあるからである。だから，終点tlに
おいてはじきだされたOutcomeは，始点彦。で用意した目的　（あるいは二
次目的）である場合が通常である。得られたOutcomeは，反応関数∫1によ
って変換せられたOutputのことであり，それは環境や瓦へ情報フローと
して送られるか，情報ストックとして蓄積される。ここで情報交換が完了す
る。
　さて，情報の入手プロセスが，情報の場において展開される様相をより詳
細に議論する段階にきた。情報フローについて次のような区別を導入する。
すなわち，意思決定者が入手するためにだけ使える，主体自身をも含めた彼
自らの所有する一定の大きさの資源（Ro）を投入することによって，意図し
て選択入手することのできる情報フn一の種類と，意図しなくとも，組織およ
び経済システムの情報構造からして自動的に彼の手元に入ってくる種類のも
のとが区別できるということである。前者をSelectiveな情報フm一，後者を
Automaticな情報フローと呼んでおくことにする。ここで，彼が自らの資源を
投入する云々について一言触れておかねばならない。資源を投入するという
ことを費用（Cost）をかけるとい・うことと同じ意味にとるとすれば，主体自身
を資源としてみる場合は別にして，対価を支払って情報をうるという，いわば
情報フローのある種類のものを売買の対象としてみることにすりかえている
と反論されるかも知れない。そうではない。本稿では，さしあたり情報を売買
の対象となる類の財とは考えていないというのが基本的態度であるからであ
る。かくして，彼はSelectiveな情報フローを入手するための資源をもち，そ
れを投入することができる。なお，資源は有限であるから，彼の情報収集三三
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にはおのずと限界があることになる。一方，Automaticな情報フv一につい
ては，その入手のために資源を使うことはありえない。Automaticな情報フ
ローについて，次のごとき性質が指摘できる。資源を投下せずして，彼は意思
決定のために必要な情報をうることができるわけであぎから，わざわざ同レ
内容のものを資源を投じてまで入手する必要がなく，この情報フn一がFree
Costで手段選択に必要な情報を要約的に提供して．くれるという意味で，「情
報の経済化」の機能を担っているとみられる。この性質はSelectiveな情報
フローにはみられないものである。組織，経済システムの記述にとり重要な情
報フローとしてあげられるものの中には，Price・TypeのものとNon－Price－
Typeのものとが区別できることは前稿で注意した。いまの議論との関連で
いうと，Automaticな情報フローがPrice・Type，　Selectiveな情報フローが
Non－Price－Typeであることにほぼ対応している。　Price・Typeの情報フロ
ーは価格にかかわった情報であり，それ以外のすべての情報フロ・一がNon－
price－Typeだということになる。
　ところで，情報を不確実性を減少させる，あるいは確率分布を変更させる
変項としてみているわけだが，情報を入手することによって不確実性が減少
するということの本当の意味はなんであろうか。それを尋ねてみなければ，
実をいうと情報のもつ本当の意義は明らかにされないわけである。通信理論
（Shannon流の）に端を発する一連の研究は，情報の，物理的な量的評価に
おいて多大の業績を残したといわねばならない。しかし，K．　Arrowもいみ
　　　　　　　　　　　ロヨ　じくも指摘しているように，数学的通信理論からみて等量であるような情報
の各単位は，通常は非常に異なった便益または費用を伴なうであろう。この
方面への努力はいくつかみられる。なかでも，通信の行動理論的観点から，
きわめて示唆的なとり扱いを示したのは，R．　L．　Ackoffであるように思わ
（13）K：．J．　Arrow，　Limit　of　O78α痂9αガ。η，　lg74　PP．31－59．この二つの章は極め
　て示唆に富む。
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　く　のれる。以下での展開は，彼の議論を参考として筆者が独断で構成したもので
あるにすぎないことをあらかじめ断っておかねばならない。
　すでにKornaiにしたがい，情報タイプが情報の分類の最小単位であると
　（rs）した。昂らゆる可能な情報タイプの集合の部分集合を考え，その元の個数が
1＞であるとする。いま，変項としての情報フm一を問題にしているから，意
思決定者のもつチャネルを流れる情報フローの総数が2V．であるとしてよい。
彼が，選ぶことのできるSelectiveな情報フローの数を1としよう。これは
チャネルから選ばれうる通路の数と一致する。すると，Automaticな情報フ
m一の’数は（1＞一1）個である。
　彼は始点toで，目的の領域0および0’を決めたあと，情報の入手に着
手するわけである。ここで注意しておくべきは，彼がAutomaticな情報フ
ローと情報ストックだけでは意思決定プロセスを進行させることはできない
ということである。Selectiveな情報フu一を入手することによってはじめて
プロセスは進行する。ということは，　（N－1）個のAutomaticな情報フロ
ー，および情報ストックとはともに，適切な手段選択を実行するのに有効で
はないということである。そこでいま，Selectiveな情報フローの一つ一つを
Automaticな情報フローと情報ストックとで対にした情報束（lnformations
Basket）M」（ブー1，2，…，1）なるものを考え，情報束ベクトルを定義しよう。
すなわち，
　情報束ベクトルM＝（Mエ，M2，…，Mj，…Me）ただし，　Mゴ（ブ＝1，2，…，1）で
｛5ゴ；H，K｝を意味させる。なお，　sj　（ゴ＝1，2，…，1）はSelectiveな情i報フロ
ーを，HはAutomaticな情報フP一の複合体を，　Kは情報ストックの複合
体をそれぞれ示す。
（14）　R．　L．　Ackoff，　“‘Toward　a　Behavioral　Theory　of　Communication”，　in　Mo－
　dern　Syste’ms　Research　for　the　Behavioral　Scientist，　edited　by　W．　Buckley，
　1968．同じAckoffのOn　Purposeful　Systems，1972，　PP．33－61ではより精緻
　な議論展開がなされている。まだ，筆者はそれを消化しきれないでいる。
（15）拙著論文，前掲，15Ae　一ジ。
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　情報束ベクトル；を考えるということは，意思決定においてSelectiveな情
報フm一の方をより戦略的なファクターとしてみていることを意味する。こ
こに，情報束の数は，彼がチャネルから選ぶことの’可能な通路の数と一致し
ている。
　意思決定者が目的を設定したあと，環境の状況を見分ける必要が生じる
が，では環境の状況をどうとらえればよいだろうか。これは，彼が実際に調
節して選ぶ通路の数のきめてになるし，情報束ベクトルを指定する上で重要
である。環境の状況が，目的にてらしてみて，彼が入手することのできる
情報束の多寡に関する予想に依存すると考えてみることである。だから，
Automaticな情報フロー（たかだかN－1個）や情報ストックのインプッ
トの多寡はこの際関係がない。そこで，次のようにする。もし，環境から，
情報束を入手しうる主観的確率が○．5から1までであると彼が判断した（予
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（16）想した）とき，この環境の状況を彼は「凸の環境」とよぶ。もし，同じく情
報束を入手しうる主観的確率が0からO．5未満までであると彼が判断したと
き，これを彼は「凹の環境」と’よぶ。そのことにより，はじめて彼は意図し
て通路の数を調節することができる。
　凸の環境のとき，彼が通路の数を，したがって情報束の数を1に調節する
ことにより，入手できる情報束ベクトルを，
　　　M＆一（MF，　M，ll，一一・・・・…，　M？．）
　　　　ただし，0〈1≦1
’とする。このベクトルの元，！1砂は｛Sゴ；H，K｝（ブ＝1，2，…，1）で表わされ
る。凹の環境のとき，同じく情報束の数を1に調節することにより，入手で
きる情報束ベクbルを，
　　　M・ma＝一　（MY］，　MY，　・・・…，　MP）
（16）これは，便宜上の単なる名称にすぎない。「凸」の数学的意味あいは全くない。
　「凹」についても同じ。
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　　　　ただし，0〈Z≦1
とする。このベクトルの元，ル理は　｛sゴ；H，K｝（ブ謂1，2，……，1）で表わさ
れる。ここに，1はある定数K1よりは大きい，1はある定数K。よりは小
さい（ただし，K。≦；K1）とすることができる。
　情報入手のプロセスの最終で，彼は手段（Means）の選択を行なう。彼が
選択できる手段，Ms（s－1，2，…，le）がk個あるものとすれば，以上から，手
段Msの選択は，彼が調節する情報束ベクトルMπ（rr・＝＝凸，凹）と，その入
手のために実際に投入する資源の大きさR（≦Ro）に依存する。すなわち，
　　　ms＝h（！1f＝，　R）
で与えられる。Rの大きさは，環境πに亦じてきまる大きさであることに
注意しておきたい。この関数hはDeterministigなものではない。手段一目
的系統においておこる不確実性の減少を，彼のもつ確率分布の変更という形
で作用する情報束が，変数として入っていることから，おのずとStochastic
なものでなければならないことは容易に推測できる。
　さて，制約のプロセスは集合・8の領域をちぢあて，目的領域へと至る収束
のプロセスである。あるいはこういつてもよい。目的領域へと収束する制約
力（Power　of　Constraint）に支障となるファクターを除去していくプロセス
である。その制約力として作用する要因として次のものが挙げられなければ
ならない。まず組織の中のサブ組織S－O，（i＝1，2，…，n）相互間に発生する
Conflictの除去に関係する。このConflictは経済的な要因に限られない。
政治システムからくる，ある種¢）政治力と関連したものであるかも知れな
い。どちらにしろ，組織の中のサブ組織相互間では，あるC，（i－！，2，…，n）
と他のCゴ（ブ＝1，2，…，n；　i＞vブ）との間で，互いの受容限界を提示し，そこに
みられる共通部分に合意をおく，いわば妥協（Compromise）が成立するこ
とで解決するのが通常である。第二に，同じS－O，のReal　Unit瓦が実物
変項（財）を使用することに関係してでてくるものがある。これは，凡か
らの条件の提示を考慮していかにうまく凡のFeasibilityをコントロール
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しうるかにかかっている。この解決が制約力として作用するのである。本稿
での制約プロセスの記述においては，情報入手プロセスの結果選ばれた手毅
Msが，いかにして目的領域Q，0ノをコントm一ルしうるかということに
特別の関心をむけることにしよう。そのさい，いま述べた二つの制約力が確
率的に作用する場合として特に考察してみるということである。
　環境がπ（π口銭，凹）のとき，情報入手プロセスのあとで，手段勉、を
選ぶ主観的確率を町としよう。．町がえられるとき，制約プロセスが作用し
て目的領域0’がえられる確率をP痴，としよう。環境が凸のときに0’に落
ちる確率は，環境が凹のときにO’に落ちる確率よりも大きいとしてよいだ
ろう。通常の確率論の記法にしたがうと，
　　　P蚕≡P（Ms）π
　　　P論、≡P（0’lMs）π
であるから，いま逆転確率の定理を応用すれば，
　　　P（ms　［　O’）・一P（α隔）望（壁
となる。ただし，P（0’）は独立に0ノが生起する確率を表わす。いま，環境
がπのとき事後的に0’がえられることがわかっているとき，
　　　　P（〃z、【0ノ）π　P（0’【・〃勾πP（Ms）π
　　　e＝P（0’）＝一rP（0・）｝・
とおくことができる。このeを意思決定プロセスの効果性（Effectiveness）
（事後的な）とよぶことができよう。もし，とくにP（O’IMs）凹が，
　　　P（OiMs）凹＞P（0’i　M、）凹
をみたし，かつほぼゼロに等しいと判断する。ときは，最大許容水準の領域0
に落ちることを受容しなければならない。
　手段Msが，目的領域0と0’をコントロールする程度の量的表現を考
　　　　　　　　　　　　くエのえることはできないだろうか。いま，領域0，0’の彼にとっての価値
（17）R．L．　Ackoff，　op．　cit．，　pp．209－218．なお，以下ででてくるコントロールの量
　的表現を，彼はInstructionと呼んでいる。
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（Value）をv。，　v。’とすれば，0！の相対価値は，
　　　　　　　”び　　Vo’　＝＝
　　　　　　Vot十Vo
で表わされる。V。についても同じである。そのとき，
　　　Ve十Vo’＝　1
である。O’についての，　msのコントロールの量的表現ノは，環境がπ（π
＝凸，凹）のとき，
　　　ノ（O’1　m，）π＝｛P（0’瞬，）πiy。・一1｝一｛P（0／i甥，）π1γ。・・一〇｝
であるとすることができる。　（0についても同じである。）したがって，す
べての目的領域0’と0に対してMsのコントロールできる量的表現は，
　　　ノ（〃¢，）π一1（0’瞬、）π＋ノ（0瞬のπ
である。なお，二つのOutcome，0と0’がもっぱら考えられているか
ら，この測度ノ『（Ms）πは，最：大値として2を最小値として一2をもつ，すな
わち一2≦ノ≦2の範囲にある，とすることができる。
　π（π・＝凸，凹）の環境の下で，情報束を1個投入した状態での期待価値
（Expected　Value）をEV（sゴ）π（ブ＝1，2，…，1）とすれば，
　　　EV（sブ）π一P吻、）π・P（Q’1Ms）π・v。’＋P吻、）π・P（Ol〃z、）π・v。
とかける。なお，入手する情報束の個数がゼロの状態での期待価値EV（s。）π
（ただし，S。を特別に定義しておく）は，われわれの約束から，
　　　EV（s，）z　＝o
である6したがって，
　　　EV（sj）r－EV（s，）rt＝EV（sj）n
となる。そのとき，EV（Sj）＝と情報束の入手のたあに実際に投下した資源の
大きさR（s｛；Ro）との比率，
　　　EV（s」）＝／ft
でもって，環境がπのときの，情報入手の効率性（Efficiency）を測るも
のとすることができよう。
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　制約プmセスを終了した峙点t1で，集合B一（0＋0’）（集合の差）の領域に
落ちていれば，意思決定プロセスは不成功に終わったことになる。環境が凹
のときは，大いにありうるであろう。集合0の領域に落ちれば，彼の最大許容
域にあるわけだから，始点toで設定した目的域ではないにしても，意思決定
プロセスは成功であったといえるだろう。O「に落ちれば大成功というわけ
である。この最後の場合が起こるには，環境が凸で，Msのコントロ・一一ルの
量1が大きいこと，及び情報入手の効率性も大きいことがその要件となる。
その場合，事後的には，意思決定プOセスの効果性eも大きくなろうこと
が予想される。環境が凸で，これら効果性eや効率性の尺度の高いことが
示されれば，意思決定プロセスが終了した時点tlで，彼の確率分布は0’
に落ちる確率を示すところで密度が高く，もり上がった丘状を示すことにな
るであろう。これは，意思決定者にとって，経験的にもそうなるはずのもの
であることは十分に推測せられるところである。
　（本稿は，昭和51年度〈9月～翌2月〉における内地研究中の成果の一部
として発表するものである。）
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